
田村市地域防災計画改定業務委託 仕様書 

 

１．委託業務名 

  田村市地域防災計画改定業務委託 

 

２．委託業務目的 

  田村市は、平成１８年３月に地域防災に関する総合的かつ基本的な計画である「田村

市地域防災計画」を策定、定期的な見直しを行いながら、市民の生命、身体及び財産を

災害から保護し、市民生活の安全と秩序の維持及び公共の福祉の確保することに努めて

きた。 

  その中で、近年の大規模災害の多発化・激甚化により、地域に与える甚大な被害や影

響を踏まえ、最新の動向に合った災害対策を行う必要があることから、国・県の防災対

策を参考にし、実効性のある地域防災計画に改定することを目的とする。 

 

３．業務期間 

  令和６年度から令和７年度までの２年間 

  ※委託契約は２年間一括して行う。 

 

４．業務内容 

  (1) 田村市防災体制の見直し資料の作成 

    国・県・防災関係機関の組織体制、名称、事務分掌等の変更を考慮したうえで、 

田村市の最新の庁内機構に対応したものとして、次の資料を作成する。 

① 田村市災害対策本部組織図（案） 

② 田村市災害対策本部事務分掌（案） 

③ 配備動員基準（案） 

④ 防災関係機関の業務の大綱（案） 

 

  (2) 田村市地域防災計画の改定方針（業務実施計画案等）の作成 

    庁内各課や防災関係機関が共通の認識を持つための基礎資料として、田村市地域

防災計画の改定方針（案）を作成し、市事務局と調整のうえ、決定する。主な項目

は以下のとおりとする。 

   ① 計画の目的 

   ② 計画の体系 

   ③ 主な改訂ポイント（現行計画策定以降、令和 6年度直近までの法律改正、国・

県の防災対策の取組・施策等の取入れを含む） 

 



  (3) 地域防災計画素案の作成 

    上記の改定方針を踏まえ、地域防災計画素案を作成する。地域防災計画の構成に 

ついては、県の計画、現行の計画等を基本とし、市事務局と協議のうえ決定するも 

のとする。 

 

  (4) 計画素案の各課庁内調整支援 

    各課との調整は市事務局が担い、計画素案に対する各課からの意見及び資料を、

事務局と調整のうえ、計画に反映させる。 

 

  (5) パブリックコメントの実施 

    庁内調整が終了した計画素案について田村市が行うパブリックコメントの実施を

支援し、結果を素案に反映させるための修正を行う。 

 

  (6) 防災関係機関（田村市防災会議委員等） 

    防災関係機関との調整は事務局が担い、防災関係機関からの修正指示について事

務局と協議のうえ、計画案の修正を行う。 

 

  (7) 資料編の作成 

    上記の作成資料及び田村市の所有するデータをもとに、防災会議条例、応援協

定、避難所・備蓄品のリスト、法令等により記載すべき事項のほか、各種様式等を

資料編として取りまとめる。 

 

  (8) 地域防災計画案（本編・資料編） 

    必要な修正等を行い、地域防災計画案（本編・資料編）を作成する。 

 

  (9) 防災会議の運営支援 

    防災会議の会議資料（電子データ）の作成を行うとともに、必要に応じて会議に

出席するものとする（１人×１回出席） 

 

  (10) 地域防災計画の印刷製本 

    防災会議において確定した地域防災計画について、下記により印刷製本を行う。 

    【仕様】 

    Ａ４版、バインダー方式に対応可能なパンチ穴を想定 、約 550 頁程度、 

１Ｃ ×１Ｃ、インデックス付きオンデマンド印刷 、上質紙 50部及び 

電子データ１部 

 



５．成果品 

 上記委託業務の電子データ一式 

 ※(10)については印刷物一式 

 

６．事業費限度額 

  令和６年度：２，８３２千円（消費税及び地方消費税含む） 

  令和７年度：４，０１８千円（消費税及び地方消費税含む） 

 

７．留意事項 

(1) 提案においては、既存の計画書等の様式にとらわれることなく、専門的な知見をも 

って計画書のレイアウト変更や他の自治体の優れた部分を参考とした提案を行うこ 

と。 

(2) 受託者は、本業務に十分な経験と知識を有する者を配置のこと。 

(3) 受託者は、業務を円滑に遂行するため、逐次事務局と打ち合わせを行い、業務集中

時には確実に対応ができるようにすること。 

(4) 受託者は、業務上知り得た個人情報やその他の秘密を他人に漏らすことはでき 

ない。また、業務終了後も同様である。 

 

(5) 本仕様書に記載されていない事項であっても、業務の実施上必要と認められる 

事項については、事務局と協議の上、実施すること。 

(6) 業務に必要な資料で田村市が所有している提供可能な資料については、貸与する。

この場合は、業務が完了した後、すみやかに返却すること。 

(7) 本仕様書に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、別途協議する。 

 

８．担当部署 

  田村市 市民部 生活安全課 

  〒９６３－４３９３ 

  福島県田村市船引町船引字畑添７６番地２ 

  ＴＥＬ ０２４７－８２－１１１６ ＦＡＸ０２４７－８１－２５２２ 

  電子メールアドレス seikatsu@city.tamura.lg.jp 


